






































































































































































































































































































































































































































































































































































理事長　＊田村剛 林学博士・東大講師 ○ ○
理　事　　井上万寿蔵 鉄道省官僚
　同　　＊鏑木外岐堆 東大教授（理学博士，動物学） ○ ○






































































１　大学教授・学者 19  40.4
２　文化人 10  21.3





４　議員・政治家 1  2.1
５　実業家･事業家 6  12.7
６　その他不明 3  6.5
　　個人合計 47  100.0
尾瀬保存期成同盟参加者 31  66.0
非参加者 16  34.0
国立公園委員会委員 12  25.5
注　表１より作成。
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であったことである。しかし日本自然保護協会のメンバーが，国立公園委
員会の多数派を占めていたわけではなかった。
1951年10月23日に，最初の理事会は，日本自然保護協会の設立集会とな
った第４回目の会合の６日後に開催され，規約や役員の確認をおこない，
かつ10月17日以降に協会への参加意向を示した人たちを評議員に推挙し
たり，当面していた緊急の雌阿寒岳硫黄採掘問題の対策を協議した（9）。
日本自然保護協会の特徴は，協会組織，政策などの方針をめぐって抽象
的な議論を重ねることなく，極めて実践的であったがゆえに，正式に開催
された第1回理事会も，当面の実践的な課題に論議を集中した。
理事会は，11月25日に評議員会を開催することを決め，つづいて11月25
日に開催された評議員会は，当面する雌阿寒岳硫黄鉱山開発問題のほか，
富士山頂ケーブル鉄道の架設，富士山麓本栖湖疎水工事計画，北山川水力
発電計画なのどの問題について協議した（10）。
そして評議員会は，理事会が1951年11月21日付けで起草した「富士山麓
本栖湖疎水工事計画に関する陳情書」を，評議員会の決議とし，日本自然
保護協会の理事長，理事連名で公表し，富士山麓本栖湖の水位を利用して
発電しようとする計画に反対を表明した（11）。
日本自然保護協会が本格的に取り組んだ自然保護問題は，雌阿寒岳硫黄
鉱山開発認可問題であったが，1951年12月，後に詳しく検討するように，
国立公園審議会，日本自然保護協会の絶対反対にもかかわらず，雌阿寒岳
硫黄鉱山開発申請が厚生大臣の独断で決裁された。それは，日本自然保護
協会が発足して最初に遭遇した運動上の敗北であった。
その敗北後の1952年１月18日に第２回目（保護協会資料では第５回評議
員会）が開催され，この会合の出席者は，以下の19名であった（12）。その顔
ぶれをみれば，協会でどのような人たちが活躍していたかがわかる。
田村剛　　　　　井上万寿蔵　　　本田正次　　　　岸衛　
三田尾松太郎　　岡田紅陽　　　　小野鶴太郎　　　冠松次郎　
217
小林義堆　　　　田部重治　　　　武田久吉　　　　津屋弘達
中井猛之進　　　福原楢男　　　　三浦伊八郎　　　黒田鵬心
東良三　　　　　石神甲子郎　　　田中技官
この評議員会では，田村剛理事長から敗北した雌阿寒岳硫黄採掘問題の
顛末が報告され，近年頻発している「国立公園地域内の電源開発について，
直接計画の衝に当つて居る経済安定本部技官本田武夫氏から実状を聴収」
した。こうして，評議員会は，改めて雌阿寒岳硫黄採掘問題についての ｢
声明書｣ を採択し，さらに田村理事長から，「富士山頂八合目以上の帰属の
件」「富士山頂ケーブル架設の件」について報告があり，「反対意見」を各
方面に提出することを全員一致で可決した。
また東京都下の奥多摩電源開発計画に反対する住民３名の代表から「多
摩川一帯の風致保護」について保護協会の協力を求められた。さらに田中
技官から「熊野川，琵琶湖，尾瀬ヶ原の資源局計画の実状に就いて，専門
家から細々と解説され」，参加者一同「所詮資源開発と自然保護とは両立し
難く，本協会の使命の一層重大なることを痛感せしめた。」（13）
こうして，日本自然保護協会は，1951年からはじまる戦後後期の経済復
興過程で，否応なしに国立公園内の目白押しの産業開発計画に当面し，本
格的な自然保護運動を展開していくことになる。
戦後後期の国立公園制度の整備・拡充（２）―1951年～1957年―
注
（１）前掲『協会事業概況報告書』（第一輯），5−8頁所収。この資料は，規約を
紹介した後に，「昭和二十六年十月十七日の会合において役員選出を協議
し」理事等の役員を「夫々選任し理事長には全員一致の要望によって田村
剛を推し同氏の承諾をえた」と記している。９頁。あるいは，この規約は，
前掲『自然保護のあゆみ』にも491−489頁に収録されている。
　ただし，その後，理事は，７名から10名以内と改正されている。
（２）尾瀬保存期成同盟の綱領は，前掲『自然保護のあゆみ』，59頁。
（３）前掲『自然保護のあゆみ』，482頁。
（４）前掲『協会事業概況報告書』（第一輯），９頁。
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③　日本自然保護協会の活動概況
1951年から1957年までの日本自然保護協会が取り組んだ活動は，第１
に，おもに国立公園内，さらに国定公園内，若干そのほかの貴重な自然破
壊をともなう産業開発計画を調査し，自然破壊をともなう計画については
反対を表明し，陳情書，意見書を公表し，関係当局に陳情して計画の中止
を訴えることであった。第２に，日本自然保護協会は，自然保護運動にお
いて重要な思想，理論の深化に取り組み，かつ新しい運動課題に取り組ん
でいった。
まず第１の活動からみていこう。戦後後期に日本自然保護協会がおこな
ったおもに国立公園内の開発に反対する陳情書・意見書の類は，表３のと
おりである。
戦後後期において日本自然保護協会が発したおもに国立公園内の産業開
発に反対する陳情書・意見書を分類すれば，鉱山開発に関するもの７件，
電源開発に関するもの15件，観光開発に関するもの２件，その他が６件で
ある。
印象的なのは，圧倒的に電源開発に関する陳情書・意見書が多く，逆に
観光開発に関する陳情書・意見書は，高成長期に増加するのであり，まだ
この期には微小であった。
（５）同上，11頁に列記されている1954年頃の役員を参照。
（６）同上，8−9頁。
（７）このメンバーは，10月17日に田村より発起人18名から推薦選出された評
議員のほか，発起人に参加していなかった，新たに井上万寿蔵，小野が加
わった。『国立公園』No.25，1951年12月，23頁。
（８）前掲『協会事業概況報告書』（第一輯），10−11頁。
（９）理事会の議事については，同上，18−20頁。
（10）評議員会の議事については，同上，25−7頁。
（11）同上，27−8頁。
（12）『国立公園』No.27，1952年２月，31頁。
（13）同上，31頁。
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表３　日本自然保護協会の主に国立公園内の開発に反対する陳情書（1951−57年）
鉱山開発
1951年７月23日 「雌阿寒岳硫黄採掘に関する陳情書」，日本自然保護協会発起人有志18名連名
1952年１月25日 「阿寒問題声明」，理事長，理事６名連名
1953年11月４日 「八幡平自然公園候補地内後生掛，玉川両温泉地域に於ける硫黄採掘に関す
る陳情書」，理事長，理事連名
1954年５月11日 「玉川温泉に於ける硫黄採掘に関する陳情書」，理事長，理事連名，評議員連
名
1954年12月20日 「四万温泉の鉱区禁止地域に関する陳情書」，理事長，理事連名，評議員連名
1957年９月10日 「大雪山噴火口鉱区設定に関する反対陳情書」，理事長田村剛名
1957年９月10日 「阿寒国立公園雌阿寒岳硫黄採掘に関する反対陳情書」，理事長田村剛
電源開発
1951年11月21日 「富士山麓本栖湖発電工事に関する陳情書」，理事長，理事連名
1952年４月14日 「秩父奥多摩国立公園奥多摩渓谷地帯における発電計画に関する陳情書」，
協会名，理事長，理事連名
1954年５月11日 「豊平峡保勝に関する陳情書」，理事長，理事連名，評議員連名
1954年６月 「富士山麓本栖湖発電工事に対す反対陳情書」，無署名
1954年12月20日 「豊平峡保勝に関する再度の陳情書」，理事長，理事連名，評議員連名
1954年12月20日 「那智滝水源林保護に関する陳情書」，理事長，理事連名，評議員連名
1954年12月20日 「上高地発電計画に関する陳情書」，理事長，理事連名，評議員連名
1955年７月９日 「黒部川第四発電計画に関する反対陳情書」，特別委員会名
1955年７月９日 「尾瀬ヶ原の電源開発計画に関する反対陳情書」，特別委員会名
1956年４月20日 「黒部川第四発電計画に関する反対の再陳情書」，理事長，理事連名，評議
員連名
1956年５月31日 「黒部峡谷の保勝に関する最後の陳情」，黒部対策特別委員連名
1956年11月28日 「上高地ダム建設反対陳情書」，上高地保存期成連盟代表佐藤尚武（参加団
体名省略）
1957年４月23日 「大白川発電計画に関する陳情」，理事長，理事連名，評議員連名
1960年５月20日 「北山峡の保護に関する陳情」
観光開発
1953年11月４日 「富士登山鉄道敷設に関する反対陳情書」，理事長，理事連名
1957年９月10日 「乗鞍岳山頂車道建設反対に関する陳情」，理事長名
その他
1954年５月11日 「平尾台に於ける石灰採掘に対する反対陳情書」，理事長，理事連名，評議
員連名
1957年４月23日 「鹿子前製塩工場建設に関する反対陳情書」，理事長，理事連名，評議員連名
1957年９月10日 「笛吹川上流原生林伐採反対に関する陳情書」，理事長名
1957年９月20日 「三段峡（広島県山県郡）の電源開発に関する反対陳情書」，理事長，理事連名
1957年９月20日 「福岡県平尾台保護保存に関する陳情書」，理事長，理事連名
注　『日本自然保護協会資料　第５号』の『日本自然保護に関する協会陳情・意見書』，1973年，
による。
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ともあれ，日本自然保護協会は，設立早々，おもに国立公園内の産業開
発に反対し，自然保護に熱心に取り組んだ。日本自然保護協の活動は，ま
だ自然保護運動が不十分な時期に唯一の組織的な自然保護運動として大き
な意義をもったのであった。
日本自然保護協会がおこなった活動のうち，協会が重点的に力を入れた
ものは，やはり有力な国立公園内の産業開発計画にする反対運動であった。
それは，保護協会結成の直接的きっかけとなった阿寒国立公園内の雌阿寒
岳硫黄鉱山開発計画に加え，国際自然保護連合の総会で報告されているよ
うに四つの水力発電計画，すなわち一時中断されたが依然くすぶっていた
日光国立公園内の尾瀬ヶ原電源開発，戦前から問題にされてきた吉野熊野
国立公園内の北山川の電源開発計画，中部山岳国立公園内で復活した黒部
第四発電所建設計画の四つの水力発電計画であり，さらに新たに提起され
た大雪山国立公園内層雲峡の水力発電計画，戦前から計画されては中止さ
れていた上高地ダム化の電源開発計画などであった（1）。
日本自然保護協会が具体的おこなった個々の主要な開発計画にたいする
反対運動については，次節で詳論するので，ここでは主要な結末だけを簡
単に指摘しておくにとどめる。
日本自然保護協会は，重要な国立公園内の自然保護については，相当に
力を入れて開発反対運動を展開した。しかし重要度の小さな開発計画につ
いては，必ずしも十分な反対運動を展開できなかった。
こうした結果は，日本自然保護協会が，あるいは保護協会指導者たちが，
単に自然保護を一般的に主張して運動するのではなく，それなりの戦略を
立てて，どうしても護るべき個所を定めて，ことに及んだと思われる。も
っともそれらが成功したとは限らなかったのであるが。
日本自然保護協会は，設立早々に取り組んだ雌阿寒岳硫黄鉱山開発の問
題では，国立公園審議会とともに反対したにもかかわらず，厚生大臣が開
発計画を条件付で簡単に認めてしまったので，完全に敗北した。
つぎに日本自然保護協会が重視した黒部第四発電所建設，吉野熊野国立
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公園内の北山川電源開発計画，大雪山国立公園内の層雲峡の水力発電計画
であったが，いずれも大幅な妥協を迫られて開発を容認せざるをえなかっ
た。戦後後期の初めに，富士山麓の本栖湖の水を利用する発電計画も，大
きな問題ではなかったが，条件付で承認された。
尾瀬ヶ原や上高地の電源開発計画，さらに支笏洞爺国立公園内の豊平水
力発電所などは幸いかな断乎とした反対運動のおかげで開発計画を完全に
中止させ自然保護を全うした。
こうして日本自然保護協会の産業開発計画反対運動は，戦後の経済復興，
産業開発の大きな波のうねりに揉まれながら容易ならざる困難な運動であ
ることが明らかになっていく。
日本自然保護協会は，開発反対運動の反省を踏まえて保護すべき自然の
分野の認識を拡大し，原生的自然，自然景観の保護から，鳥獣保護，森林
保護へと保護運動の範囲を拡大し，生態学的自然保護の概念を拡大してい
った。また日本自然保護協会の運動をつうじて協会は，自然保護教育の必
要を提起し，一定の取り組みをおこなった。また国立公園の管理行政の改
善につても提言をおこなった（2）。
以下の節では，日本自然保護協会が取り組んだ産業開発計画にたいする
反対運動を可能な限り詳細に検討して，国立公園制度，国立公園行政が果
たしている自然保護の積極的役割，あるいは逆に自然保護のために十分な
役割を果たしえなかった問題点などを分析してみたい。
戦後後期の国立公園制度の整備・拡充（２）―1951年～1957年―
注
（１）「日本における自然保護と水力開発」，前掲『協会事業概況報告書』（第一
輯），65−71頁。
（２）前掲『自然保護のあゆみ』，第２章参照。
